
 

 

 

お知らせ 

2023年10月20日 

JCOM株式会社 

～ 誰もが便利で快適に暮らせるデジタル社会の実現に向けて ～ 

デジタル庁より社員6,500名が「デジタル推進委員」を拝命 
 

JCOM株式会社（J:COM、本社：東京都千代田区、代表取締役社長：岩木 陽一）は、2023年10月20日（金）デ

ジタル社会の利便性を誰一人取り残されず享受できる環境を作っていくための取り組みとして、デジタル庁より

社員約6,500名が「デジタル推進委員」に任命されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル推進委員とは、2022年からデジタル庁が「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル社会」の実現

に向けて実施している取り組みです。スマートフォンやタブレット等のデジタル機器の基本的な使い方や地域の

デジタルサービスの利用方法等に不慣れな方に対して、きめ細かなサポートを行う方をデジタル庁がデジタル

推進委員として任命し、デジタル社会の利便性を周知していくものです。 

 

J:COMでは、これまでに教員・児童・生徒にインターネットの安心・安全な利用を啓発する「ネットあんしん教室」

や自治体と連携して高齢者をはじめとした方々へデジタル機器を便利にご利用ただけるように広めていく「タブ

レットふれあい教室・モバイル教室」、情報リテラシーの重要性の発信といった取り組みを進めてまいりました。

この度、デジタル庁の上記取り組みに賛同・応募した当社社員約6,500名に対し「デジタル推進委員」の任命状

が交付されました。 

 

J:COMは今後も、「あたらしいを、あたりまえに」のブランドメッセージのもと、誰もがあたらしいデジタル技術を、

あたりまえに活用し、快適に暮らせる社会の実現を目指してまいります。 

 

参考情報 J:COM デジタル推進の取組み 



 

JCOM株式会社について www.jcom.co.jp 

JCOM株式会社（ブランド名J:COM、本社：東京都千代田区）は、1995年に設立された国内最大手のケーブルテレビ事業・番組供給事業統括運

営会社です。ケーブルテレビ事業は、札幌、仙台、関東、関西、九州・山口エリアの11社65局を通じて約563万世帯のお客さまにケーブルテレビ、
高速インターネット接続、電話、モバイル、電力、ホームIoT等のサービスを提供しています。ホームパス世帯（敷設工事が済み、いつでも加入い

ただける世帯）は約2,229万世帯です。番組供給事業においては、14の専門チャンネルに出資及び運営を行い、ケーブルテレビ、衛星放送、IPマ

ルチキャスト放送等への番組供給を中心としたコンテンツ事業を統括しています。 ※世帯数は2023年3月末現在の数字です。 

 

 

 

http://www.jcom.co.jp/

